
改善による
減額

サービス向上に
伴う増額

1
総合政策部
政策推進課

Ｂ 結婚支援事業

2
保健福祉部
健康政策課

Ａ 健康長寿都市推進事業 1,600

3
保健福祉部
高齢者幸福課

Ａ 敬老費 14,500

4
産業振興部
農政課

Ｂ 農産物流通促進事業 440

5
産業振興部
商工観光課

Ａ
勤労青少年ホーム運営事
業

400

6
教育部

教育総務課
Ａ 奨学金貸付事業

7
教育部

生涯学習課
Ａ 公民館事業費

8
教育部

文化振興課
Ａ 文化振興事業 7,077

合計 24,017 0

○改善効果見込額は令和元年度の予算額と令和２年度の予算要求額の比較

改善効果見込額（千円） 【参考】
その他の効果

（計算可能なもの）

令和元年度事務事業庁内検証会議における検証結果

№ 担当部署
最終
評価

事務事業名



独身男女への助言や、出会いの仲介などを行う。市が指定する研修を受講した

うえで、市長が認定する。成婚に至ると報償金として２０万円が交付される。

男女１対１の出会いをサポートする会員登録制（有料）のマッチングを行って

いる。

検証結果

令和元年度事務事業庁内検証会議における検証結果

有効性改善 生産性改善 協働化･民営化 効率性改善

事務事業名
（主管課）

１⃣ 結婚支援事業（政策推進課）

（事業概要）

　少子化対策、地域活性化、定住促進等を図るため、男女の出会いから結婚に至るまでの支援として
「結婚支援事業」を実施している。その中で結婚に関心のある独身男女の引き合わせから成婚までを
支援する「婚活マスター」（※１）として認定している。

（改善の方向性）

➀ 結婚支援事業（出会いイベント）について

　商工観光課が補助金を支出し、商工会議所等で実施している結婚支援事業（出会いイベント）につ
いて、成果等を調査するとともに事業統合を検討する。

現状維持 段階的撤退 廃止･休止

➁ 婚活マスターについて

　新規の婚活マスターの募集、認定を継続することで、婚活マスターの入れ替えを行い、全体のスキ
ルアップを図る。

➂ とちぎ結婚支援センター（※２）の普及啓発について

　とちぎ結婚支援センターへの会員登録を勧めるため、市ホームページや市公式ＳＮＳを通じてセン
ターの周知を図る。

（見込まれる改善効果）

　市内の団体が開催する結婚支援事業（出会い系イベント）を統合することで、経費を削減するとと
もに、事業内容の充実が期待できる。
　婚活マスターについては、精力的に活動している既存の婚活マスターを支援し、そこに新規の婚活
マスターを加えることで活動の活性化を図ることができる。

※１婚活マスター

※２とちぎ結婚支援センター



　平成１０年に大田原市健康長寿都市推進委員会を設立し、健康づくりに関する各種事業を実施して
いる。具体的な事業として、健康セミナー、体力づくり実技研修会、メディカル講座、健幸ハイキン
グを実施するとともに、ＡＥＤの設置、貸出を行っている。

令和元年度事務事業庁内検証会議における検証結果

事務事業名
（主管課）

２⃣ 健康長寿都市推進事業（健康政策課）

（事業概要）

　家族の健康管理をテーマにし、小中学生を対象にした内容とすることを検討する。

検証結果

（改善の方向性）

有効性改善 生産性改善 協働化･民営化 効率性改善 現状維持 段階的撤退 廃止･休止

➀ 健康セミナーの参加者数を増やすことについて

　４０代、５０代への健康セミナーへの参加の働きかけを行うとともに、参加しやすいよう３回のう
ち１回を休日開催できないか検討する。
　市内企業の従業員に健康セミナーへの参加を促す取組を行う。

➁ 健康セミナーの内容について

（見込まれる改善効果）

　検証結果を健康長寿都市推進委員会に諮り、令和２年度の開催内容等について検討する。
　なお、団体への補助金については、２割削減することとする。
　削減額 △１，３００千円
　
　健康セミナー等の周知方法について、ＳＮＳ等を活用することとし、市広報紙への折込みチラシを
廃止する。
　削減額 △３００千円



○敬老会補助金
　自治会、老人ホーム等の団体が敬老会を主催する場合に、対象者（７５歳以上）１人当たり、
３，０００円を補助金として交付する。
○敬老祝金
　敬老祝金条例に基づき、８０歳の方に１万円、１００歳の方に５万円、１０１歳以上の方に２万円
の祝金を贈る

令和元年度事務事業庁内検証会議における検証結果

事務事業名
（主管課）

３⃣ 敬老費（高齢者幸福課）

（事業概要）

　・８０歳への祝金１万円を５千円に引き下げる。
　・８７歳への祝金３，０００円を廃止する。
　・民生委員に配布を依頼する。

検証結果

（改善の方向性）

有効性改善 生産性改善 協働化･民営化 効率性改善 現状維持 段階的撤退 廃止･休止

➀ 敬老会補助金について

　高齢化の進展に伴い、財政支出額が年々増加しているため、補助金を１人当たり２，０００円に引
き下げるとともに、対象者の年齢を令和３年度から１歳ずつ毎年度引き上げ、令和７年度までに８０
歳に引き上げる。
　今後、新たな補助金の算定方式について検討を進める。

➁ 敬老祝金について

（見込まれる改善効果）

○敬老会補助金の見直しに伴う減額　△１０，０００千円
○敬老祝金の見直しに伴う減額　△４，５００千円



　市内で生産される高品質で安全な農産物の新たな販路を開拓する活動を行う「大田原市農産物ブラ
ンド化促進協議会」「発酵のまちづくり推進協議会」「八溝山周辺地域定住自立圏産業観光部会」の
活動資金等の補助を行っている。

令和元年度事務事業庁内検証会議における検証結果

事務事業名
（主管課）

４⃣ 農産物流通促進事業（農政課）

（事業概要）

　「大田原ブランド」に認定された特産品の生産者に商談会等に出店してもらうなど、大田原ブラン
ド推進協議会と連携した取組を行う。

検証結果

（改善の方向性）

有効性改善 生産性改善 協働化･民営化 効率性改善 現状維持 段階的撤退 廃止･休止

➀ 新たな出店団体の確保について

　商談会等に参加している団体の過去の売り上げを比較検討するとともに、商談会に出店したことに
より売り上げが伸びた事例などを紹介して新たな出店団体の参加を促す。

➁ 大田原ブランド推進協議会との連携について

➂ 大田原市農産物ブランド化促進協議会の運営について

　協議会の運営が行政主導となっているため、活動方針や市の支援の在り方などの見直しを行う。

（見込まれる改善効果）

　大田原市農産物ブランド化促進協議会の運営について自主性を高めることにより、参加団体のモチ
ベーションの向上につながり協議会の活性化が期待できるとともに、市職員の事務負担の軽減に繋が
る。
　
　補助金の見直しによる削減額 △４４０千円



　勤労青少年（４０歳未満）の福祉の向上と健全な育成を図るため「勤労青少年ホーム」を設置し、
余暇活動の充実のため、教養講座やスポーツ教室などを開催している。

令和元年度事務事業庁内検証会議における検証結果

事務事業名
（主管課）

５⃣ 勤労青少年ホーム運営事業（商工観光課）

（事業概要）

　受講者の少ない講座を廃止し、人気のある講座の開催回数を増やすなど内容の見直しを行う。

検証結果

（改善の方向性）

有効性改善 生産性改善 協働化･民営化 効率性改善 現状維持 段階的撤退 廃止･休止

➀ 弓道場との関係について

　ホームに隣接する弓道場を利用する際の着替え場所や大会時の事務局として利用されている。両施
設とも老朽化しているため、今後、公共施設等総合管理計画を策定する中で整理統合についても検討
する。

➁ 講座の見直しについて

（見込まれる改善効果）

　講座の見直しによる経費削減 △４００千円



　教育の機会均等の趣旨に基づき、能力があるにもかかわらず、経済的な理由によって就学が困難と
なる者に対し、学資を貸与することで修学の機会を提供する。
（貸付額）
　　高校、高専 　　　　 月額１２，０００円
　　短大・大学・大学院　月額２０，０００円（自宅通学）
　　短大・大学・大学院　月額４０，０００円・６０，０００円（自宅外）

令和元年度事務事業庁内検証会議における検証結果

事務事業名
（主管課）

６⃣ 奨学金貸付事業（教育総務課）

（事業概要）

　奨学金の返還中に心身の故障で返還不能となった場合、返還を免除することができないか他の自治
体の状況等を調査し、検討する。

検証結果

（改善の方向性）

有効性改善 生産性改善 協働化･民営化 効率性改善 現状維持 段階的撤退 廃止･休止

➀ 奨学生の募集について

　市の奨学生募集時期が、独立行政法人日本学生支援機構よりも遅いことから、機構の奨学金制度と
の併用も含め、教育を受ける機会を支援するため市奨学金制度の周知開始時期を早める。

➁ 奨学金の返還について

➂ 連帯保証人について

　連帯保証人の市内在住要件を緩和し、返還の際の担保力を高める。

（見込まれる改善効果）

　奨学金の返還に免除の規定を加えること及び連帯保証人の要件緩和を行うことにより、制度の利用
促進が期待できる。



　公民館事業として、各地区での文化祭の開催、地域ぐるみによる青少年健全育成事業（教育講演
会）の実施、グラウンドゴルフ大会・ソフトバレーボール大会などスポーツ・レクリエーションの大
会を開催している。

令和元年度事務事業庁内検証会議における検証結果

事務事業名
（主管課）

７⃣ 公民館事業費（生涯学習課）

（事業概要）

　佐久山地区と親園地区の事業連携（合同開催）を検討する。

検証結果

（改善の方向性）

有効性改善 生産性改善 協働化･民営化 効率性改善 現状維持 段階的撤退 廃止･休止

➀ 各スポーツ・レクリエーション大会について

　参加者が少ない種目の統合を進める。令和２年度は大田原西地区、大田原東地区のソフトバレー
ボール大会を合同開催する。

➁ 青少年健全育成事業について

（見込まれる改善効果）

　スポーツ・レクリエーション大会について、合同で開催することで参加チームが増加し、地区を越
えた交流や親睦が図られることを期待する。



　市民が文化・芸術活動に参加するとともに質の高い文化・芸術に触れたりする機会を提供するた
め、実行委員会を組織して各種事業を実施している。また、文化協会などの関連団体育成にも取り組
んでいる。
　（補助金を交付している団体・事業）
　文化協会連絡協議会、全国竹芸展、全国俳句大会、文学サロン、街かど美術館、国際芸術シンポジ
ウム、王将戦、那須与一公顕彰会、与一太鼓、黒羽太鼓

令和元年度事務事業庁内検証会議における検証結果

事務事業名
（主管課）

８⃣ 文化振興費（文化振興課）

（事業概要）

検証結果

（改善の方向性）

有効性改善 生産性改善 協働化･民営化 効率性改善 現状維持 段階的撤退 廃止･休止

➀ 補助金の削減等について

　文化協会連絡協議会、全国竹芸展、全国俳句大会、文学サロン、那須与一公顕彰会、与一太鼓、黒
羽太鼓への補助金をそれぞれ２０％カットする。
　街かど美術館は運営費補助金を廃止する。
　国際芸術シンポジウムとアーティスト・イン・レジデンスを１年交互開催とする。

（見込まれる改善効果）

　補助金としての支出を抑制することで、各団体の創意工夫により自立的活動を促進することが期待
できる。
　削減額 △７，０７７千円


